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経産省の戦略会議－次世代自動車を５～７割に

草鹿　本日は皆さん、お忙しいところ、お集まりいただ
きまして、どうもありがとうございます。私、（公益財団
法人）スズキ財団の審査委員をさせていただいている関
係で、座長（司会）を務めさせていただきますが、今日
のテーマは「エンジン・ハイブリッド・ＥＶの将来」（※1 
1 7 P の 解 説
キーワード参照）ということで、国の政策を担当されている方を
はじめ、民間企業に勤めてディーゼルを中心にエンジン
を研究し、現在は国の研究機関に移られている方、国
際的なコンサルティング会社で各国の自動車関連政策に
精通しＣＯ２（二酸化炭素）削減対策を推進されている方、
電気・情報生命工学、昔でいうと電気工学の分野のモー
ターや強電（大きな電流・電圧を使う装置）の分野を
専門とされている先生など、まさに「エンジン・ハイブリッ
ド・ＥＶ」の最前線でお仕事に携わっておられる方をお
呼びいたしました。今日はざっくばらんにお話ししていた
だければと思います。
　では最初に、国の政策という立場から経済産業省の石
川さん、お願いいたします。
石川　皆さん、私よりお詳しい先生方ばかりですが、今
日の議論の論点の提出ということで資料（5、8、9、13
Ｐなど参照）に沿って、お話させていただきます。
　今日のテーマの「エンジン・ハイブリッド・ＥＶの将来」
は、国の政策にとっても特に昨年来、最も大きなテーマ
の１つになっておりますが、経済産業省としても、この自
動車の新しい局面にどういう方向性を出すのかということ
で、経済産業大臣主催の「自動車新時代戦略会議」（※２）

を新たに設置し、今年４月18日からスタートしています。
　自動車の電動化の流れはピュアなＥＶ、ハイブリッド
（ＨＶ）を含めて世界的に本格化し、長期的に見れば相
当進んでくるという趨勢は否定できないことなんだろう
と思います。資料にはＩＥＡ（International Energy 
Agency 国 際エネルギー機関※３）の見 通しETP
（Energy Technology Perspectives）に基づいて作成し
た１つのシナリオが載っておりますが（８P参照）、これ
を見ると、純粋ガソリン車は 2030 年までにピークアウト
すると予測されています。
　しかし、これはむしろ逆の見方もできて、今、いろん
な国々ですぐにＥＶを入れるという話になっていますが、
そう簡単にすべてがＥＶに置き換わるということはないの
ではないか。これは当たり前のことですが、重要な点で、

そうすると過渡的に内燃機関（エンジン）の効率向上と
ハイブリッドが重要なカギを握ってくるということで、当
面は内燃機関とハイブリッドが数においては多い時代が
続くのは間違いありません。他方で、ハイブリッドを含
めた電動化対応とエンジンの熱効率の向上という２方面
というか、全方位作戦という形で、自動車メーカーはす
べての方向に向かって頑張っていかなければいけないと
いうことで、非常に難しい局面だと思います。　
　それで国の今の目標ですが、2030 年までに国内市場
の新車販売に占める次世代自動車の割合を現状（2017年
実績）の３６％から５０～７０％に増やしていくという
ことになっていまして、この次世代自動車はＨＶ、ＥＶ、
ＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）、ＦＣＶ（燃料電池
自動車※４）、クリーンディーゼル自動車で、このうちＥＶ
とＰＨＶは２０～３０％が目標となっています（９P参照）。
実績を見ると、ＨＶはすでにほぼ目標を達成しています
が、ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶの目標達成に向けてはさまざまな
政策が求められるであろうという状況です。これについ
ては、日本も含め世界各国で 2020 年以降の車の燃費規

ーー自動車用パワートレインの
ベストミックスを考える
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Well to Wheel ～ EVと環境 ～
● 「電気の作り方」まで考慮したトータル評価が必要
● 他方、排気ガス対策としての価値は小さくない（特に中印等）
　→　各国の国情（発展段階、エネルギー構造、環境問題等）に応じたきめ細かな対応が重要に
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CO2 排出量※

[g-CO2/km]
※燃料製造から自動車走行まで

（Well to Wheel）

※燃料製造から自動車走行まで
（Well to Wheel）ガソリン車・HV

日本 欧州 中国

EV （数字は CO2 排出量※ ［g-CO2/km］）

※欧州・中国のライフサイクル計算には一部日本の想定を適用出所：日本自動車研究所、IEA Energy Balances、WEO2016 等を基に試算

ガソリン車 :132
※2015 年の平均燃費想定

HV:69
※直近の最高燃費想定

2015年 :82
（石炭 70%, ガス 2%, 石油 0%）

2030年 :62
（石炭 51%, ガス 7%, 石油 0%）

2040年 :53
（石炭 43%, ガス 8%, 石油 0%）ドイツ　　　　　　

2015年 :49
（石炭 44%, ガス 10%, 石油 1%）
※2030 年ゼロエミ比率 50% 程度

EU   　　　　　　
2015年 :34

（石炭 26%, ガス 16%, 石油 2%）
EU   　　　　　　
2030年 :23

（石炭 12%, ガス 21%, 石油 1%）
フランス　　　　　
2015年 :5

（石炭 0%, ガス 4%, 石油 2%）
※2025年原子力 50%, 2030年再エネ 40%

低減の
可能性

2015年 :59
（石炭 32%, ガス 40%, 石油 12%）

2010年 :47
（石炭 26%, ガス 29%, 石油 10%）

2030年 :41
（石炭 26%, ガス 27%, 石油 3%）

※経済産業省資料

制をどうしていくかという議論が起きているところであり
まして、これがどのように決まっていくかが、大きな論点
の１つであります。
　ですから今やパワートレイン（自動車を走行させるため
の駆動源）は純粋技術の話というよりは、各国の環境対
策によって、かなりいろんな動向が出てきている。背景と
してはＣＯ２もありますが、特にインドやＡＳＥＡＮ（東南
アジア諸国連合）などにおいては、大気汚染や石油など
のエネルギーの安定供給の問題からパワートレインやＥＶ
の普及をどうしていくかという問題になっています。また
特に中国においては、産業政策上の戦略でありますとか、
あるいは他国の企業においては、ある種の企業戦略もあっ
て、パワートレインの話が出てきていると思います。それ
に加えて、車の進化、まあ、自動運転とかシェアリング
（Sharing）などが今後どうなるかということと相まって、
読みにくい状況になっているということでございます。

　
電池、燃費の革新なども含め環境全体を考慮

　こうしたパワートレインの議論をしていくに当たっての
論点ですが、１つは国の政策から見ると、環境対策とい
う面でどうしていくかという議論になるわけで、単に
「Tank to Wheel 」（※５）という問題だけではなく、
「Well to Wheel 」（※同）で見たらどうなるかも非常に重
要な点だと考えております。例えば中国は、ＥＶを盛んに
普及させるということになっておりますが、電源構成から
いくと石炭が７割という状況ですので、これを今のハイ
ブリッドと比較すると、ハイブリッドのほうが二酸化炭素
の排出量が少ないということもありますので、環境対策
という観点からいくと、単純にＥＶ化を進めれば良いと
いうわけではなく、エネルギー政策と一体でパワートレイ
ンの問題を考えなくてはいけないと思っております。　
　今日の議論の大きなテーマである電動化のカギは電池
ですが、過去１０年で価格、性能が大きく進化していま
すが、それでも今、ピュアなＥＶとガソリン車の価格を
比べると、ＥＶ車は高い。ですから今後、電池がどのく
らいのスピードで、どの程度まで価格と性能が進化する
かが非常に重要になってきます。ただ、人によって見方
が分かれるところで、数が出れば、半導体などと同様に
価格が下がってくるという見方もありますが、一方で特に
リチウムイオン電池については、資源のコストがかなりの

割合を占める。その資源であるレアメタル（希少金属で
現在、国によって３１鉱種が指定されている）のリチウム
とかコバルトなどの需要量はＥＶ化が進むのに伴い、急
激に伸びてくる。足元でも、そうした資源の価格が上がっ
てきているうえ、資源のサプライチェーンについて、中国
など一部の国の独占的、寡占的な状況もある。この資源
確保をどう考えるかも大きな論点です。
　他方で電池の技術革新ですが、国としても次世代の
車載用電池の開発を支援していまして、昨今、メディア
などにも出ておりますが、全固体リチウムイオン電池（※６）、
さらには革新型の蓄電池（※同）の研究開発を産官学一体
となって進めているところでございます。　
　最後に国の政策の全体像ですが、大事な点は、特定
のパワートレインを今後、増やせば良いという話ではなく
て、ＩＥＡの見通しでは世界全体で見ると車の数は当然、
増えるということですので、政策的にＥＶを含めたゼロ・
エミッション・ヴィークル（ＺＥＶ ※７）を増やしていくと
ともに、燃費構造もＣＡＦＥ型の規制（※８）や他の支援
策を通じて、従来車も含めた自動車分野の総合的な環
境対策を考えていくということで議論を進めています。

レアメタルなど電動化に必要な資源の確保策を

草鹿　今のお話に関連して、モーターは近藤先生がご専
門ですが、モーターに使用されるレアメタルの確保策につい
て、ＭＥＴＩ（経産省）さんで何かお考えはあるでしょうか。
石川　モーターに関して一時期、 ジスプロシウムなどのレ
アアース（希土類＝３１鉱種あるレアメタルのうちの１７
種類の元素）の供給問題がありましたが、足元の状況
は良くなっています。ただ、リチウムとコバルトはしっか
り対策を講じるべきではないかという議論が出てきてい
ます。コバルトでいうと、コンゴ民主共和国で世界の生
産量の半分くらいが産出されます。そうしたある種の紛
争地帯ですと、普通の企業が行けなかったり、中国企
業が強かったりという問題もありますので、電動化に合
わせて、しっかりと資源の確保をしていかなくてはと思っ
ています。　
草鹿　ハイブリッド、プラグインハイブリッドなども含め
て自動車の電動化率が高くなってくると、リチウムイオン
バッテリー（電池）の性能向上とともに、もとになる資
源や素材などの確保も考えていかなくてはなりませんね。

武田　詳しくはあとからお話しさせていただきますが、
私はトラック・バスを製造する商用車メーカーと建設機
械メーカーで、ずっと、ディーゼルエンジンの研究開発
をしており、一昨年に産総研（産業技術総合研究所）
に移りましたが、今の自動車の排気ガスを浄化する触媒
として白金などが使われていますね。リチウムイオン電池
やモーターに使用される素材・資源は、その状況と似て
いるんじゃないかと思っています。
　白金ですと、ご存知のように産出されるのが南アフリ
カ（共和国）とロシアの２カ国で、ロシアは何か政策的
に供給量をコントロールしているようなところがあり、南
アフリカは一時、ストライキがあって生産量が落ちてしまっ
たなどで白金の値段が変わってしまい、先が読みにくい
状況になりましたが、自動車の電動化に必要なレアメタ
ル、レアアースではそういうことにならないように考えて
いかないといけない、と思います。
草鹿　先物的な要素がどうしても入ってきてしまうという
ことですね。
武田　例えば欧米の大きな触媒メーカーは南アなどの白
金の鉱山に資本を入れて、安定供給させようとしているよ
うですが、日本の資本はほとんど入っていないですよね。
大我　（電子機器に使われているレアメタル、レアアース
などの）国内にある資源をリユースやリサイクルして、い
かにうまく活用していくかということも日本の競争力を確
保するうえで重要ですね。

ライフスタイルが変化－課題の捉え直しを

草鹿　そうですね。次に大我さんのほうから、最近の
状況などお聞かせください。
大我　私が担当している業務では、現状～ 30 年、さ
らには 30 ～ 50 年も含めて、自動車の利用時に出るＣ
Ｏ２を削減するための対策を検討しています。関連する
産学の有識者の方にお話を聞いていると、皆さん、20
～30年くらいまでは、ある程度、どういう社会が来るか、
どういう対策が有効なのかは見えているようです。しか
し、その先の 30 ～ 50 年に関しては、まだ、どんな技
術がくるのか、人々のライフスタイルがどう変わっていく
のかというところがわからず、どのパワートレインが良
いのか、人々がそれをどう使っていくのかが見えていな
いというご意見が大半でした。基本的には全方位戦略
で、まずは 20 ～ 30 年は様子を見るということで対策
を打っていきながら、きちんとモニタリングをして、30
～ 50 年をどう考えていくべきかを検証していく必要が
あるのだと思います。　
　そういった中で、具体的な対策を見ていくと、20 ～
30 年は、今まさにご説明があったように、ＥＶやプラグ
インハイブリッド等の技術開発が行われていますが、
今、課題だと思われていることの捉え直しが重要なの
ではないかというお話がございました。
草鹿　どういうことでしょうか？
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おおが さやか

大我 さやか

大我　例えば、ＥＶに関して（1回の充電で）航続距離
が４００㌔㍍（ｋｍ）という（日産自動車の）新型「リー
フ（ＬＥＡＦ）」が出てきていますが、ガソリン車をベー
スラインに考えると航続距離が短く、そこは課題だと一
般的に言われています。しかし、本当にそこが課題な
のでしょうか。人々のライフスタイルは大きく変わり始め
ていて、今の若い世代は車に乗らなくなっており、そん
なに長距離を車で移動するニーズはないように思われま
す。都市に住む人ですと、実際に乗るのは都市内の短
距離移動であったり、大きなものを運ぶ時だけというこ
とになると、航続距離は３００～４００㌔で十分なので
はないでしょうか。次世代車の仕様をガソリン車をベン
チマークに課題と言われてきたことは、実は人々のライ
フスタイルが変わりモビリティに対するニーズも変わって
くる中で、その対策含めて捉え直す必要があるのでは
ないかと思います。
　また、ＣＯ２の観点からすると、20 ～ 30 年の段階で自
動運転化が進んだり、車の所有から共有という形でカー
シェアリングが進んでいくと、カーシェアリングは走行
距離が抑制されるということで、政府はこれまでＣＯ２
削減対策の一つに位置付けてきていますが、30 ～ 50 年
に自動運転化がさらに進んで、常に車が走っている社会
になってくると、今まで車に乗っていない人もどんどん車
に乗るということになってきて、逆に走行距離が伸びてＣ
Ｏ２がより多く排出される世界になってしまうのではないか
ということも危惧されます。
草鹿　自動運転だから、みんな、乗ってしまうのでは
ないかと……。
大我　自動運転に関しては、ＣＯ２削減対策につながる
のか、実際に世の中に自動運転が入った時にどのくら
いＣＯ２排出量への影響があるのか、各国ともこれから
本格的に検証していくことになると思います。今後は、
自動運転によってドライビング技術の制御が最適化さ
れ、より燃費の良い運転によってＣＯ２が削減されるこ
とは期待できますが、その場合であっても50 年までに
ＣＯ２を８０％削減しようとすると、ＥＶ、ＦＣＶといった
ようなゼロ・エミッション・ヴィークル（ＺＥＶ）と自
動運転とを組み合わせることが必要になります。
　2030 年前後から、自動運転車（フェーズ 3）が道を
走り始めていると言われています。その段階ではガソリ
ン車が多く走っていると思いますので、徐々に切り換わっ
ていくということになるのだと思いますが、今の段階から

30 ～ 50 年を見据えたうえで、自動運転でどのくらいＣ
Ｏ２削減対策につながるのかモニタリングし、もしＣＯ２
が増加するのであれば、その対策として、ＺＥＶ化を進め
ていったり、「Well to Wheel」の観点から低炭素燃料
の供給体制を構築するなど、政策の課題と対策をドラス
ティックに捉え直すことも大事だと思います。

エンジン､ＥＶ､コネクテッド…省庁間で横串を！

草鹿　こういう人間とか社会のモデリングは、どこの省
庁が担当になるのでしょうか。
石川　非常に難しいですね。モビリティ（Mobility＝乗
り物、広い意味での移動手段）という話になると国土交
通省か経済産業省か、さらにはＩｏＴ（Internet of 
Things）でインターネットにつながると総務省なのか。
５Ｇ（※９）が出た時のリアルタイム通信とか自動走行とか
（インターネットと車との接続による）コネクテッド・カー
（Connected Car）などで新しいサービスが出たら、ど

こか？ という話になると思います。
草鹿　横串を通すようにしてもらわないといけませんね。
武田　先ほど、大我さんから話があったＥＶの目標とガ
ソリン車との比較に関してですが、去年、ドイツの某社
の商用車のパワートレイン研究責任者と雑談をしていた
ら、彼らはトラックですけど、「ＥＶとＨＶと内燃機関の
３つ要る」と言うんですよ。ＥＶの小型トラックは都心の
配送に限定して使う。ですから航続距離もそんなに要ら
ない。夜はバッテリーチャージをする。それに対して、
都市間や国を跨（また）いで運行するトラックは内燃機
関でいくしかないと……。
　また燃料は、大気中のＣＯ２から液体の燃料をつくる
合成燃料（欧州ではｅフューエルなどの１つと言われてい
る）で、組成としてはOME（オキシメチレンエーテル）
に近いもので、まだまだ研究段階でコストが問題になる
と思いますが、そういうものと水力、風力、太陽光など
の再生可能エネルギーによる発電の両方を使えば、それ
だけでカーボンニュートラル（Carbon Neutral＝炭素中
立＝事業活動などから排出される温室効果ガスの総量を

他の場所での排出削減・吸収量で埋め合わせプラスマイ
ナス・ゼロにすること）になってしまう。そういうことで、
将来に対して、彼らは「使い分けだ」と言っていました。
　これはトラックの話ですが、乗用車も同じようなことが
言えて、遠出したい人には、それに合った車があり、街
乗りだけで夜は充電する時間があるという方はＥＶにして
下さいと。そういう意味で、ＣＯ２のトータルな排出に対し
てシェアリングしていくことも必要になると思います。で
は、先ほどの草鹿先生の質問ではありませんが、そうい
うところを日本ではどこがコントロールしていくのかという
ことですよね。
草鹿　石川さんが説明された資料では、世界の乗用車
の販売台数が 2060 年には 2000 年比で３倍弱に増えて
います。しかし、日本の国内はあまり伸びないと言われ
ていますから、日本（のメーカー）にとってターゲットに
なるのは海外で、特に新興国の中国、インドなどを中心
にして台数を伸ばし、どのようにして日本の自動車産業
がＧＤＰ（国内総生産）の１０％の出荷額を確保しながら、
自国と世界を低ＣＯ２化していくかが、大きな課題になっ
てきますね。その時に先進国は日本に近いかもしれませ
んが、これからＣＯ２が増えると予想される新興国はどう
なるのか。国内の動きや海外の動き、戦略を読まないと
いけない。経産省さんも大変だと思います。
石川　おっしゃるように、いろいろ考えることがあるとい
うことですね。大我さんがお話しされたように、シェアリ
ングがどの程度、保有台数の変化に効いてくるのか、ど
こもちゃんと分析できていなくて、このＩＥＡの見通しに
も織り込まれていない。シェアリングが効いてくれば、台
数の伸びは、それほどではないかもしれません。現に台
数が増えている中国、インド、ＡＳＥＡＮなどの都市では
車が溢れかえっていて、そんな中で中国はナンバープレー
トの規制によって事実上、車が買えないようなことにも
なっている。そうなると消費者の意向に関係なく、必然
的にシェアリングが進むという側面もあります。そのうえ
ライフスタイルの変化もありますので、国の政策によって
結構、変わってくるところがあると思いますね。

｢電気の作り方｣まで考慮したトータルな評価を

草鹿　近藤先生、今年３月まで千葉大学におられて、４月
に早稲田大学に来られましたが、いかがでしょうか。
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燃料電池自動車 (FCV)

電気自動車 (EV)

プラグインハイブリッド
自動車 (PHV)

ハイブリッド自動車 (HV)

天然ガス自動車
（CNG/LPG）

クリーンディーゼル
自動車 (D)

ガソリン自動車 (G)

 2020年
FCV :  0%
EV :  5%
PHV :  4%
HV :  6%
CNG :  3%
D :  18%
G :  64%

 2030年
FCV :  1%
EV :  8%
PHV :  11%
HV :  12%
CNG :  3%
D :  14%
G :  51%

 2040年
FCV :  1%
EV :  15%
PHV :  20%
HV :  15%
CNG :  3%
D :  11%
G :  35%
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   2017 年（実績） 2030 年

 従来車 63.97%（280.6 万台） 30 ～ 50%

 次世代自動車 36.02%（158.0 万台） 50 ～70%

  ハイブリッド自動車 31.2%（137.0 万台） 30～40%※

  電気自動車 0.41%（1.8 万台）  プラグイン・ 0.82%（3.6 万台） 20～30%※
  ハイブリッド自動車  

  燃料電池自動車 0.02%（849 万台） ～3%※

  クリーンディーゼル自動車 3.52%（15.4 万台） 5 ～10%※

≪参考≫　
新車乗用車販売台数：438.6 万台（2017 年）

● EV・PHV の普及台数目標
・2020年に国内保有台数を最大100万台とすることを新たに目標として設定。

● 充電インフラの整備方針
・公共用の充電器については、電欠の懸念を払拭するため空白地域を埋め

るとともに、道の駅や高速道路 SA・PA 等のわかりやすい場所に計画的に
設置する最適配置の考え方を徹底。また、大規模で集客数の多い目的地
から重点的に設置を促進。

・非公共用の充電器については、国民の約４割が居住している共同住宅への
設置が EV・PHV の潜在市場の掘り起こしに向けて極めて重要。

「EV・PHV ロードマップ」＜2016 年 3 月 EV・PHV ロードマップ検討会＞

● FCV の普及台数目標
・「2020 年までに 4 万台程度、2025 年までに 20 万台程度、2030 年

までに 80 万台程度の普及を目指す。」
● 水素ステーションの整備目標

・2020 年度までに「160 箇所程度」、2025 年度までに「320 箇所程度」
設置していく。

「水素基本戦略」＜2017年 12 月再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議＞

※次世代自動車戦略 2010＜2010 年 4 月次世代自動車研究会＞における普及目標

※経済産業省資料

世界のパワートレイン別の普及見通し

 日本の次世代自動車の普及目標（2030 年まで）と実績

（出典）IEA  「ETP(Energy Technology Perspectives) 2017」に基づき作成

● 日本が先鞭をつけた電動化（HV、PHV を含む）の流れが、世界的にも本格化。
● 純粋ガソリン車は 2030 年までにピークアウト、電動車に置き換わっていく見通し。
● 但し内燃機関は引き続き重要な役割。

● 2030 年までに新車販売に占める次世代自動車の割合を５～７割とすることを目指す （未来投資戦略 2017＜2017 年６月未来投資会議＞）

近藤　皆さんのお話をうかがっていながら、なぜ、車を
電気で走らせるかということを考えていたのですが、私
はもともとＪＲの研究所にいて、電車を電気で動かすと
いうのが本業です。ちょっと歴史を振り返ると、今から
１５０年くらい前に電気鉄道ができました。まだ内燃機
関が普及する前ですかね。
　御承知のように２０世紀は石油の世紀で、車は化石燃
料で動き、電車は電気で動いて経済を支えてきましたが、
乗り物を動かすエネルギーは独立することがＭｕｓｔでは
ないはずなんです。ですから、（ＥＶを）非接触で充電
しましょうという話になるのです。しかし、電車は１つの
所しか走らないのでエネルギー的に独立していなくてもい
いのですが、車はいろんなところを走り回れるのと小単
位で輸送を行えるのが本来のメリットなので、エネルギー
的に独立する必要がある。そこに何で電気が入ってくる
のかというと、エンジンの弱いところを電気と組み合わ
せてカバーしましょうということですね。それでハイブリッ
ドが伸びるのは正しい方向ではないかと私は思います。
　それから先ほど、モードのお話が出ていましたが、日
本でも都市部と地方、海外でもアジアと北米とかヨーロッ
パを見た時に、それぞれ特性が違っていて、都市部は
これからも大量高速輸送をせざるを得ないのですが、日
本でも過疎化が進んだ地方とか、米国でも散らばって人

が住むような人口密度の下がっているところは、自動車
のほうがメリットが出るので、そこにカーシェアリングとか
自動運転などの交通弱者が困らないような輸送モードが
どうでき上がっていくかということだと思います。
　その時にエネルギーソースをどうするかということで、
独立して動く以上、内燃機関、化石燃料は絶対に捨て
られない。もう１つ、石川さんのお話の中に「Well to 
Wheel」とありますが、余った電力を電気自動車にとい
うシナリオが地震（東日本大震災）で変わってしまい、
例えば今、東京電力が商用で発電しているコンバインド
サイクル（ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた
発電方式）の一番効率が良いのが６０％くらいです。一
方、内燃機関の（トヨタ自動車の）「プリウス（ＰＲＩＵＳ）」
のエンジン（の最大熱効率）は４０％くらいで、そこに迫っ
ていますので、本当に電気を使うメリットはどこかを見て
いくと、もう少し現実的な姿が現れてくるのではないで
しょうか。
　今は少しＥＶがブームになっていますが、石川さんの
言われている「『電気の作り方』まで考慮したトータル
評価が必要」というのは現実的だと感じます。ただ一方
で、ＩＥＡの見通しを見ると、先のことですが、2060 年
に向けてガソリン自動車がこんなに少なくなってしまうの
かなぁと疑問に思います。

草鹿　乗用車はおそらく、日本の場合でいうと、ガソリ
ンエンジンの車はほとんどハイブリッド化する。それから
ディーゼルエンジン車はコストの点でいうと、どうしても
高くなってしまうので、それほど量は増えないと思います。
ですから、このＩＥＡでいうハイブリッド（ＨＶ）とプラ
グインハイブリッド（ＰＨＶ）というのは、ガソリンエン
ジンのＨＶ、ＰＨＶになってくると思いますね。
近藤　そうですね、ピュアなガソリン自動車は（2030
年までにピークアウトして）減ってしまうけれども、ハイ
ブリッド車にはエンジンが搭載されるということですね。

ＡＩ、自動運転、走行条件などを組み合わせて

草鹿　重量車は乗用車とは違うと思いますので、この辺
り、武田さんいかがでしょうか。
武田　私は先ほど、申しましたようにずっとディーゼルエ
ンジンの研究開発をしてきましたが、排出ガス規制、ＰＭ
（Particulate Matter＝大気汚染の原因になるとされる粒
子状物質）規制が始まった頃ですかね、商用車メーカー
で、それに対応する開発をしていて、途中、1993 年くら
いから４年間ほど、自動車会社が集まって重量車用ディー
ゼルをメインに燃焼を改善しようという、（茨城県）つくば
市にある新ACE、これは、いまでもありますが、ここに
出向してHCCI（Homogeneous-Charge Compression 
Ignition＝予混合圧縮着火※１0）の研究などを始めました。
これでディーゼルでも燃やし方を工夫すれば、ＮＯｘ（窒素

酸化物）を下げることができる、ほとんどゼロまで下
げることができるということがわかったのですが、ＣＯ２
を減らすのは、今考えてもなかなか難しい。
　排出物というのは教科書通りに、燃料と空気の混合比
率をコントロールしてやれば、ＮＯｘやPM、Soot（煤 =
すす）が生成されない領域があるということはわかった
のですが、では、熱効率はというと難しい。しかし、今、
ＳＩＰ（内閣府「総合科学技術・イノベーション会議」の
戦略的イノベーション創造プログラム）などで、ガソリン
エンジン、ディーゼルエンジンの燃焼研究がされていて、
ガソリンのほうは大分良くなっています。この間（あいだ）、
最新の数字を聞いたら、図示熱効率で５０％くらい、正
味熱効率だと４７～４８％まできていて、かなり向上して
いるなと思いました。
　私は、その後、98～99年頃から2010年頃までセラミッ
クスのＤＰＦ（Diesel particulate filter＝ディーゼル・パ
ティキュレイト・フィルター）を通して煤を減らす研究な
どに取り組んでいました。いずれもオンロード（On 
Road＝道路）のトラック、バス用ディーゼルエンジンの
排ガス後処理装置が対象でしたが、建設機械の規制が
急に強化されたものですから、建機メーカーに移って、
６年くらい、建設機械に使うディーゼルエンジンの排ガス
後処理装置の研究開発をしていました。その時に１つ面
白いと思ったのは、同じＤＰＦでも建設機械に使った時と
トラックに使った時では、エンジンの負荷によって起こる
現象が全然違うことです。例えば、トラックは山道など
は別ですが、普通の道を走っている時は、そんなにエン

※経済産業省資料
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早稲田大学 教授
理工学術院　創造理工学部総合機械工学科
大学院 創造理工学研究科総合機械工学専攻
同 環境・エネルギー研究科 環境・エネルギー専攻

くさか　じん

草鹿 仁

早稲田大学 教授
理工学術院  先進理工学部 電気・情報生命工学科
大学院 先進理工学研究科 電気・情報生命工学専攻

こんどう　けいいちろう

近藤 圭一郎

ジンの負荷は高くないので、煤がどんどん溜まってしまい
ます。ところが建設機械は、種類にもよりますが、エン
ジンをフルロード（Full Load＝全負荷）で使うことが多
いので温度が高くなり、煤が燃えてなくなってしまうの
です。そうすると、また違う問題が起きますが、エンジ
ンの使い方によって、起きる現象が違うのです。
　その後、一昨年、草鹿先生も参加されているＡＩＣＥ
（The Research association of Automotive Internal 
Combustion Engines＝自動車用内燃機関技術研究組
合）、これは日本の乗用車系のメーカー９社と産総研、（一
般財団法人）日本自動車研究所が、共通の悩み・課題
を大学や研究機関にお願いして解決していこうという大き
な連合体ですが、そういう研究のお手伝いができたらな
と思い、産総研に移りました。今日のテーマ「エンジン・
ハイブリッド・ＥＶの将来」のうちハイブリッドやEVに
ついては、私はあまり詳しくないのですが、内燃機関と
モーター、電池の良いところをうまく組み合わせることが、
一番良いのかなと思っています。技術的な根拠はありま
せんが……（苦笑）。

　ただ、システムとしては複雑になってしまうかなという
気がしますが、最近はＡＩ（Artificial Intelligence＝人
工知能）などを使えば、走りながらＣＯ２を下げるように
学習するとか、都市内と郊外で走り方を変えるとかとい
うことができたり、自動運転と組み合わせれば、もっと
やりたいことを実現できるのではないかという気がしてい
ます。では、そうなった時に、どういうエンジンが良い
のかという視点で考えると、シリーズ式のハイブリッド車
（ＨＶ）であれば、エンジンは固定した１つの運転条件
だけで良くて、広い運転領域をカバーする必要はないの
ではないか。この間、ＨＶの開発をしている人と話をする
機会があったのですが、今のＨＶは、万が一の時にエン
ジンだけで走れるようにするために、ＨＶとしては必要で
ないような結構、大きなエンジンを使っている。しかし、
そういう（ＨＶとして正常に作動しないような）心配がな
くなれば、大きなハイブリッド車でも軽自動車くらいのエ
ンジンで走れるのではないのか。そういうサイズのエンジ
ンで、固定した1つの運転条件のもとでは飛び抜けて燃
費効率が良いといった形を考えていけば、全体としての
熱効率はまだまだ良くなるのではないかと思うのですね。
　では、そうなった時に電気の発電時に出るＣＯ２と自
動車から出るＣＯ２ですが、石炭の火力発電時のＣＯ２は
自動車から排出されるＣＯ２の量より多いのですから、
トータルでミニマムにしていくにはどうすれば良いか？ここ
を考えていく必要があると思います。

協調領域をつくり、自らゲームチェンジャーに

草鹿　今の武田さんのお話のように、複雑になってくる
と日本の技術力の高さが際立ってくるのではないかと思
います。３月に第１２回日中自動車技術・環境・エネル
ギー研究会（主催・日中自動車交流協会、共催・早稲
田大学モビリティ研究会）を開いた時に、中国の電気バ
スの視察に行った日本の経営者が「バッテリーメーカー
のＣＡＴＬ社（福建省寧徳市に本社を置く寧徳時代新
能源科技）では、急速充電も含めて高性能バッテリーと
そのマネジメントシステムをパッケージにした開発が進ん
でいて、バスのデザインも内装もきれいで超（ちょう）
驚いた」という話をされていましたが、私は密かに「こ
れは大変だな」と思いました。
　日中自動車交流協会の樋口（世喜夫）理事長も言っ

ていましたが、バッテリーとか電気バスの開発になると、
いままでのエンジン自動車の国際競争が、全く別のゲー
ムにチェンジするのではないか。そうなると我々の産業
はどうなるのかと私も危惧するところですが、石川さん、
国の政策の立場からはどうでしょうか。
石川　はい、まず電動化については、私も中国に行っ
たり、中国の動向を見ていますと、政府が本腰を入れ
ていますし、ＣＡＴＬ社などの技術力は相当高い。何より
も最大の強みは台数が日本と比べると相当違います。Ｅ
Ｖバスもかなりの台数が補助金によって市場に出てい
る。そうすると開発費もかなり回収できてしまっている。
それに対して、日本のメーカーは「まだ試験段階」とい
うような流れが電動化では強くなるという危惧はありま
す。しかし他方で、政策なしに考えると、内燃機関が
残るという点もあって、その残る内燃機関は複雑系で、
そこは日本の強みですから両面あるのですが、メーカー
さんの立場に立つと、両方しなくてはいけないというこ
とになって、相当苦しいのではないでしょうか。　
　そうなると、先ほど武田さんがおっしゃっていました「Ａ
ＩＣＥ」のように各社が技術についても協調領域をつくっ
て、内燃機関でも電動化でも、ある程度、いっしょにやっ
ていくという戦い方に変えていかないと、２方面作戦で
は苦しくなる可能性があるのではないかと思っています。
草鹿　石川さんのお話だと、中国の発電によるＣＯ２の
排出量は高いのですが、このような国で電気自動車を
積極的に開発するというのは、まさに輸出の柱に据えよ
うとする考えだと思います。石川さんが言われたように、
我々も総合力で競合する商品を開発していかなくてはい
けないのですが、資料に載っている全固体（リチウムイ
オン）電池は逆に、日本がゲームチェンジャーになれる
可能性があると期待されると思います。何年くらいの実
用化を目指しているのでしょうか。
石川　これはあくまで今、研究開発段階で、国としても
協調領域部分は協調的に研究していただこうということ
でやっていますが、商用化に向けては、まさに各社とも
競争しながら研究開発されています。報道などによれば、
2020 年代半ばにもという話もありますが、生産技術ま
で含めて考えると、まだまだチャレンジがあると考えら
れています。今のリチウムイオン電池には、ある種、限
界があるという見方もありますので、それを超えるんだ
としたら全固体電池になるしかない。そうなると、日本
は全固体電池に関する特許数などで世界のリーダーに

なっているところがありますから、期待される領域の１
つだと言えると思います。

ＣＯ２を出さないで長距離を大規模に運びたい

草鹿　近藤先生、全固体電池ができると航続距離も伸
びますので、大型車のＥＶ化も視野に入ってきますが、
いかがでしょうか。
近藤　その場合、今日のテーマからずれるかもしれませ
んが、電力をどうつくりますかというところとも関わって
きて、EVによる輸送量が増えると、クルマのＣＯ２は発
電時のＣＯ２排出が支配的になります。発電量の燃料は
「電源構成のベストミックス」、すなわち、エネルギーセキュ
リティや、供給安定性、エネルギーの変換効率などの点
から石炭、天然ガス、石油、水力、自然エネルギーの
適切な組み合わせが取られます。純粋に効率だけで言っ
たら、天然ガスによるコンバインドサイクル発電が良いと
思いますが、必ずしもそれだけでなく、石炭も石油によ
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全固体 LIB現行 LIB
（液系 LIB）

先進 LIB
（液系 LIB）

車載用蓄電池の技術シフトの想定
～イメージ～

リチウムイオン電池から
全固体 LIB、革新型蓄電池への飛躍

2030 年頃～
革新型蓄電池

航続距離：
1000km
エネルギー密度：
500Wh/kg

航続距離：
800km
エネルギー密度：
400Wh/kg

2025 年頃～
次世代

全固体 LIB

航続距離：
400km
エネルギー密度：
200Wh/kg

現行 LIB

全
固
体
L
I
B

革
新
型
蓄
電
池

大幅な性能の飛躍

全固体化

有機電解質の
固体化により高容量化

事業イメージ

負極活物質
（黒鉛）

正極活物質
（Li 酸化物）

有機
電解液 セパレーター

負極活物質
（黒鉛、Si 等）

正極活物質
（Li 酸化物：高容量）

無機個体電解質
（硫化物、酸化物）

全固体 LIB現行 LIB（電解液）

SPRING-8/J-PARC

全固体
LIB

革新型
蓄電池

共 通

開発項目

新材料評価
技術開発
共通基盤
技術開発
高度解析
技術開発
革新型

蓄電池開発

 H28fy H29fy H30fy H31fy H32fy H33fy H34fy

革新電池

蓄電池の反応過程や劣化現象等を、Ｘ線等を用いることで
非破壊の下、詳細かつ短時間で解析を行う。

小型セルでの
材料評価技術開発

車載用セルの材料評価技術開発
新材料等の評価とフィードバック

シミュレーション技術開発
国際標準化戦略の検討・試験評価法の開発

新規解析技術の開発
革新型蓄電池の反応・メカニズムの本質的解明

300Wh/kg セルの技術開発
革新型蓄電池の共通的課題の検討

自動車環境性能評価、社会システムの検討、動向調査等

解析技術の高度化

500Wh/kg セル化技術開発

次世代車載用蓄電池の実用化に向けた基盤技術開発　平成 30 年度予算案額 47.0 億円（32.7 億円）

（参考）自動車用二次電池の研究開発る発電も必要ですし、そのうち原発も動いてくるかもしれ
ません。
　電動化は、電気のエネルギーの変換効率の良さに加
えて、発電の環境に与える影響の両面から考えなくては
いけなくて、いっぱい電気を持つ全固体電池ができると、
クルマの使うエネルギーのうち電気を使う量の割合がど
うなるのかという問題が重要になると思いますね。EV
化の促進はＣＯ２削減に寄与しますが、それは電力を何
から作るかに直結しています。
草鹿　技術開発とライフスタイルは、密接に結びついてい
て、特に日本人は技術が好きですから、こうした新しい
ＥＶなどができたら日本国民はどうなりますか、大我さん。
大我　そうですね、都市内利用だとＥＶは使われると思
いますが、そもそもこれから人のライフスタイルは、自分
が車を持っていて重いものを運ぶのではなく、オンライ
ンショッピングなどで家にいて、自分は動かないでもの
を届けてもらうというライフスタイルを好むようになる可能
性があるのではないかとも思います。
草鹿　もう変わりつつありますね。
大我　ですから貨物車による走行距離がかなり伸びると
思います。貨物車の保有台数は乗用車より少ないのです
が、自動車から排出されるＣＯ２の半分近くが貨物車に
よるものです。そのため効率的にＣＯ２を削減することを
考えると、貨物物流の部分でいかにＣＯ２を削減するか
が重要な命題になります。そうなるとＣＯ２を出さないで
長距離を大規模に運びたいということになって、ＦＣＶ
（燃料電池車）とかＣＮＧ（Natural Gas Car＝天然ガス
を燃料とするエンジン自動車）などが候補に上がります
が、2030 ～ 50 年となると、ＺＥＶであるＦＣＶが有力な
選択肢になると思っています。
　年初に調査業務の一環で、中国や欧米における内燃
機関車の販売禁止に係る動向を調査しましたが、日本の
産業競争力をしっかり考えていくと、日本にとっては
30 ～ 50 年はＥＶや従来のエンジン車に加えて、ＦＣＶ
が１つの有力な選択肢になるのではないかとも思ってい
ます。一方で、「Well to Wheel」の観点からは、低炭
素な水素を供給する新しいインフラをどうつくるかが課題
で、いきなりコストの高いものに切り換えていくのは難し
い面があります。30 ～ 50 年にエネルギーのベストミック
スも大きく変わっていく中で、燃料と電力という観点から、
いかに低炭素なインフラを中長期的につくっていくかを
考える必要がありますね。それは我々がどういう社会

を望んでいるのかというところと大きくつながってくると
思います。

ＦＣＶには社会全体の新エコシステムが必要

草鹿　ＦＣＶには車の開発とインフラの整備の両方の問
題がありますが、ＦＣＶが思ったほど伸びていないのは、
インフラがネックなのでしょうか。
大我　今回調べたところでは、経済産業省のご支援も
あって現在１００カ所近く水素ステーションができていま
すが、まだ海外と比べて２倍近い建設費用がかかってい
ます。去年、基本戦略（９Ｐ参照）が出ましたので、そ
のロードマップに沿って取り組みを進めていくということ
だと思いますが、それと需要をどうつくるかもセットで考
えていかないと、民間企業が商業化していけません。20
～ 30 年は政府の支援がありながらも民間企業にとって耐
えどころで、30 年以降に自立的な事業展開を目指してい
くという流れではないかと思います。
石川　ＦＣＶについてはステーションのインフラもさるこ
とながら、そもそも水素のサプライチェーン自体をどうつ
くっていくのか、特に日本においては何から水素をつくる
か。究極的には再エネ（再生可能エネルギー）からとい
うことですが、そこには技術的な壁がまだまだある。車
として見た場合、ＦＣＶは長距離に優位性があり、中国な
どは力を入れていて、すでに商用のＦＣＶトラックやバス
も出ています。日本でＦＣＶを普及させるには社会全体
の新しいエコシステムづくりが求められますから、日本の
ＦＣＶの技術をもとに国際的な仲間づくりをしていくこと
が課題だと思います。
草鹿　再生可能エネルギーは欧州に比べると日本は導入率
が高くないのですが、近藤先生、これはどうしてでしょうか。
近藤　太陽光も、風力発電もそうですが、広い場所が
必要で、北欧などは発電能力がメガワット級の風車を並
べて長距離を送電するということをしていますが、もう１
つ、電力の自由化が進んでいるので、風力でつくったほ
うが安いという需要とか時間帯だと、遠くまで送電しても
風力でつくったほうが良い。そういう物理的・地勢的・
地形学的な環境や制度の面でも発達しやすいのでしょう
ね。日本は狭くて人口密度が高いところに需要がありま
すから、化石燃料や原子力で安定的に供給するほうが良
いということなのかなと私は思っています。

英リーズ市は100％水素に、日本は再エネに課題

草鹿　ＦＣＶが伸びそうな国はありますか、大我さん。
大我　例えば、デンマーク政府は 2050 年の自動車保
有台数のうち 50％をＦＣＶにするという目標を立ててお
り、ノルウェー政府は 2025 年にフランス政府は 2030

年までに新車販売の全ＺＥＶ化を行うとしており、ＦＣＶ
と言い切る、あるいはＦＣＶとＥＶの両方の導入を戦略
的に進めようとしています。特に積極的なのは英国の
リーズ（Ｌｅｅｄｓ）市で、2025 年頃を皮切りにガス
導管を１００％水素導管に切り換えていくという構想を
持って検討を進めており、将来的には英国全体に同様

※経済産業省資料
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の取り組みを展開していきたいとしています。
草鹿　地方自治体が相当、力を入れているということ
ですね。
石川　電源構成については、ノルウェーなどはほとんど
水力で、スウェーデンも水力プラス原発で、ほぼすべ
てカバーできている。ヨーロッパといっても国によって
違い、ドイツは石炭が４４％（2015 年）であったりし
ますが、日本は限られた地理的状況の中で、どう再エ
ネを入れるかは、近藤先生がおっしゃったように、太
陽光や風力発電の適地は日本海側とか北海道などに多
く、これから電力需要は増えないのに、そこから需要
地に電力を送電するための系統設備のコストを誰が払う
のかなど、社会構造と地政学的なところで選択肢が限
られているのは事実です。　
　しかし他方で再エネはまだ価格が高いというのも事
実で、これにはフィット（固定価格買取制度）が甘過
ぎるのではないかという指摘もある……。
大我　おっしゃる通り、ノルウェーは水力発電が大規
模に導入されているので、ゼロ・エミッション・ヴィー
クル（ＺＥＶ）を普及させればＣＯ２対策につながると
いう背景があり、2020 年から販売する車のすべてをＺ
ＥＶに切り換える、バスも同じタイミングでＺＥＶ化する
ということを明確に言っています。
草鹿　人口がスウェーデンがおよそ1000 万人、ノル
ウェーも少ないので、シフトしやすいですよね。特にノ
ルウェーは自動車産業がないので変えられるところもあ
るのかなと思います。
大我　そうですね。ノルウェーなどは国内で石油資源
が採れるのですが、外貨を稼ぐために輸出しています。
そのため、国内のエネルギー需要は再生可能エネルギー
を活用することで石油を輸出に回したいという狙いがあ
ると思います。

地方が最新のモビリティ社会モデルに…

草鹿　日本は資源がないので苦しいんですよね。産総
研が研究されているビジョンはいかがでしょうか。
武田　東日本大震災の後に、太陽光、風力、水素といっ
た再生可能エネルギーをいかに導入していくか、その課
題を解決するために（2014 年４月に）福島県郡山市に
新たな研究拠点が設立されました。ここでは基礎から実

証実験まで幅広い取り組みが進められていますが、使え
るものをうまく使っていくことが必要なんだろうなと思い
ます。全く別の話ですが、海の潮の流れを使ってプロペ
ラを回して発電するということもできるようですが、夢物
語ですかね？
近藤　潮の流れによる発電は設備の割にパワー密度が
高くないという問題があるようです。自然エネルギーは
特にエネルギー密度の低さがコストにはね返ってきて、
逆にそこを解決するために技術を投入するという期待がも
てることもありますね。
武田　日本は周りがすべて海ですから、そこから使える
ものはないのかなと思ったりもしますが……。
草鹿　エンジンハイブリッドやプラグインハイブリッドで
は、日本は絶対負けない気がするのですが、ＥＶは個別
の製品の質の高さでは負けなくても、価格も含めたマー
ケットということになると、当面は非常に厳しいと思いま
す。そうなると次に期待できるのはＦＣＶと全固体電池
ですが、日本と比較的近いドイツは、ディーゼル車の排
ガスを不正に操作して自らゲームチェンジせざるを得ない
状況を作り出してしまいました。日本は今の燃料事情を
考えると、従来の石化製品につながるものを売っていっ
たほうが良くて、むしろ今の設備を償却していって、ど
う次の産業にシフトしていくかという考え方もありますね。
大我　その点について今年調査をしているのですが、地
方のほうが最新のモビリティ社会に切り換わっていきやす
いのではないかと思っています。地方はガソリンスタンド
がなくなってきているので、自分の家で充電できるＥＶ
のほうが便利ですし、カーシェアリングではないかもしれ
ませんが、乗り合いバスや自動運転車両のほうが便利
だったりすることもあると思います。エリア別にエネルギー
も地産地消という観点も含めて考えると、新しいモビリ
ティ社会が描けるのではないかと思います。
草鹿　地方だとセカンドカーがあって軽自動車だったりし
ますが、それを電気自動車に置き換え、バスも自動運転
にするというのは良いですね。（それが実現できるかは）
地方自治体にお金があるかどうかですが……。地方の人
は何で電気自動車を買わないんでしょうか、価格（が高
いから）ですかね。
大我　ＥＶのカーシェアリング会社から利用者の反応を
聞くと、「１回使ったら２度と使わない人が結構いる」と
いう話があるとのことです。その理由は長距離を走りた
かったのに途中で充電しなくてはならなくなったとか、

アコンを使うと（電池の蓄電量が減ってしまって）恐い
とかでしたが、短距離を使う人でしたらＥＶはフィットし
ますので、うまくユーザーとマッチするように考えること
が必要だと思います。
石川　日本ですと非常に良い軽自動車が安く提供されて
いますから、電気自動車がなかなか普及しないというこ
ともありますよね（全員笑い）。
草鹿　スズキさんに軽（自動車）に代わる電気自動車を
つくっていただいて、地方から普及させるというのも１つ
の大きな課題ですね。スズキさんは燃料電池バイク「バー
グマン フューエルセル（ＢＵＲＧＭＡＮ ＦＵＥＬＣＥＬ
Ｌ）」も開発されていますし……。自動運転も地方のほ
うが事故が起きにくいでしょうから、この辺り、経産省
にもお願いしたいですね。
石川　ガソリンスタンドは、地方では需要密度が減って
いくので経営環境が厳しくなっている状況ですね。そう
なるとガソリンスタンドが少ない地域では、ＥＶが有力な
選択肢といえるかと思います。また、EV単体では電池
のコストが高い中で、そこにシェアリングを掛け合わせて
稼働率を高くすることなどで、ビジネスモデルが見えてく
る可能性もあるかと思います。
草鹿　逆に都会では駐車場スペースがないので、なかな
か２台目は買えないですね。
近藤　ＥＶは高いうえに、「それしか走れないのか」と
いう見方もされています。

電気を使ってどうメリットが出せるか

草鹿　ヨーロッパでは電気のトラックがダイムラーさんな
どから出ていますが、小さいクラスがメインですかね。
武田　ダイムラーグループの三菱ふそうトラック・バスさ
んから最大積載量3.5㌧の小型電気トラックが発売されま
したが、生産予定も百何十台くらいで、配送業者に限定
的に提供されているようで、まだまだ一般的というところ
まではいっていないと思います。しかし少しでも実用化さ
れていけば、いろんな課題が見えてきますから、広く使え
るようになるための“まな板”には乗り始めたと思います。
石川　ヨーロッパは特に古い都市におけるディーゼル車
問題が根強くあり、乗り入れ規制が１つの背景としてある
と思います。
武田　そうですね。ヨーロッパでは、都市部への乗り入

れ規制が古くからきちんとありますから、住んでいる方々
も使い分けをわかっているという気がします。　
草鹿　ＥＶは価格が高いので、最初はインセンティブが
必要ですが、そんなにいつまでもインセンティブをつける
ことはできないですよね。
石川　そうです。インセンティブも最初は良いのですが、
普及して急速に台数が伸びると中国のように補助金を出
せなくなり、次のインセンティブはどうしようかということ
になる。
草鹿　中国では、ＥＶはナンバープレートが取りやすいと
いうのもあります。
石川　そう、お金のかからないインセンティブですね。
草鹿　先ほど、武田さんが言った「定点運転だけでもい
いので、非常に熱効率の高いエンジン」ができれば、
シリーズ型のＨＶも出きてきますね。
武田　そういう定点運転のシリーズ式のハイブリッドに
なってくると、排ガスの処理もしやすくなると思いますね。
今、ガソリン車でもディーゼル車でもコールドスタートの
時の触媒の効きが悪い。ですが、ハイブリッドならバッ
テリーの容量が大分なくなってきたから、そろそろエンジ
ンを回そうかという判断ができるわけですね。そうする
と、あらかじめヒーティングしておいて、触媒が活性になっ
たらエンジンを回すということもできてきて、今、排ガス
の後処理にコストがかかっていますが、システムとして、
その辺のコストを削減できるのではないかと思います。
　また最近、ハイブリッドではなくて、特にディーゼルエ
ンジンの車の後処理装置のためにヒーティングをしないと
だめだとか、米国がウルトラローノックスでNOxを今の
10分の1くらいにするんだということで、SwRI（サウスウェ
スト・リサーチ・インスティテュート）などが各種システ
ムを比較していて、バーナーや電気で（触媒を）温める
とかしていますが、ハイブリッドになれば電気を使いや
すくなりますし、（車両用電源の定格電圧を１２Ｖボルト
から）４８Ｖに高めるという話もあって、使う電気の効率
も良くなるでしょうから、エンジンと電気をどううまく組み
合わせていくかということになると思います。
近藤　電気ありき、電気で走らせるのが目的ではなくて、
電気を使ってどういうメリットが出せるかが大事で、電動
化によって、これだけの成果が出せましたというのが技
術的には正しい発展というか、良い姿ではないか。そこ
に先ほどから話が出ているような、いろんな条件が入って
くるということだ思うんですよね。
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*解説キーワード

国は地方で思い切ったモビリティの実証実験を

草鹿　今後の自動車産業について大我さんはどのように
お考えでしょうか。
大我　やはり、（日本の企業としては）まずは全方位戦
でいく必要があると思います。エンジンの熱効率の改
善に関してもＳＩＰのプロジェクトがありますし、燃費も
ＩＥＡによれば毎年１.６％向上していくということのよう
ですので、ガソリンエンジン車もかなり1kｍ走行あたり
のＣＯ２排出量が低減していくと思います。また、ＥＶも
ＦＣＶもインフラが整備されていけば、2030 ～ 50 年に
は普及してくる可能性があると思いますが、20 ～ 30 年
の間に 30 ～ 50 年を見据えて日本にあったパワートレイ
ンを見極めていくことが必要です。
　地方や過疎地域にとっては、自動運転とかシェアリン
グなどをどう利用していくかが喫緊の課題ですので、可
能であれば政府が、どこか特定のエリアで思い切って新
しいモビリティの実証実験をし、どういう利用の仕方が
本当に効くのかモニタリングをして検証していくことが、
ＣＯ２を削減するとともに、新しい産業を盛り上げるため
にも重要だという気がします。
草鹿　全国区よりローカルで特区的に集中したほうが良
いということですね。
大我　可能なら都市でもできれば良いですね。住んでい
る人の特徴とか車の使い方別に検証することが重要だと
思います。
武田　将来のパワートレインを考えてみると、可能性の
あるものがいくつもあって、日本の企業がそれを全部パ
ラレル（並行的）に開発するとなると、相当な費用もか

かる。その費用を考えると、今、おっしゃったように、
特定の地域でトライアルをしてみて、実際に何が良いんだ
ろうというものを早い段階で選り分け、ある程度、答え
が出たところで、そこに集中していければ、全体でみた
開発コストは大分、減らせるかもしれませんね。
　国としても、そういうことを考えていただきたいと思い
ますね。英国とかフランスなどは 2040 年までにガソリン
車の販売を禁止するという方針を出していますが、日本
としてもうまく対応していかないと……。　
大我　まさに日本としてどんなビジョンを描いていくかで
すが、フランスとかノルウェーなどは、その国の情勢に
応じて、国民のコンセンサスを得ながら内然機関車の販
売禁止等の将来の戦略的な目標を決めていると思いま
す。翻（ひるがえ）って日本はどうかと考えますと、過
疎化などの日本ならではのいくつかの問題があって、例
えばそこにＥＶや自動運転などを入れていくことによっ
て、そうした地域の問題を解決するモビリティ社会のあ
り方を実証で見せていくようなドラスティックな取り組み
を進めてコンセンサスをつくりながら、将来の目標を設定
していただくと説得力もあると思います。

日本のすばらしい技術で「街全体」の輸出を

草鹿　石川さん、これは大きな宿題ですね（全員笑い）。
石川　全くおっしゃる通りですね。今、国も地方で、自
動運転によるＥＶのシェアリングなどをしていますが、ど
ういうメッセージを出すかも大事です。英国の内燃機関
車廃止は「そもそも英国の自動車産業って何だったっけ」
というところを飛び越えてしまうようなメッセージです。
日本の自動車メーカーはすばらしい技術で、すばらしい
取り組みをされていますから、国としてはどこを目指すか
のゴールを示すことが重要だと思っています。
武田　ヨーロッパも米国も実際の公道で開発中の車を走
らせて検証することが割と簡単にできるようです。もち
ろん州とか市とかと相談し、開発の目的を説明してのこ
とですが、日本の場合は国土交通省さんになると思うの
ですが、ハードルが高い。なので日本のメーカーは自社
でテストコースやテスト用の設備をつくらなくてはならな
い。そういうところや先ほどの実証実験も含めて、もう
少しやりやすくなると良いと思います。
草鹿　今日は良い結論になりました。エンジンですと、

ようやく９社と自動車関連企業が７０社を超えて集まり、
「ＡＩＣＥ」でいっしょに研究する態勢ができています。
それが共通認識や規格化につながっていくんですね。電
気自動車は近藤先生が主体になってもらってコンソーシ
アムをつくっていただき、石川さんには特区をどんどんつ
くっていただく。そこでいっしょに実証実験をすることに
よって、大我さんが言われたような共通の認識とか規格
づくりにつながるようにしたり、武田さんがおっしゃるよ

うに企業の開発コスト削減にも役立つようにし、日本の
産業が将来、鉄道も含めて「街全体を輸出する」ように
発展することを願い、今日のお話を閉じたいと思います。
皆さん、どうもありがとうございました。

（敬称略）
※役職は 2018 年 4月現在

※１　ハイブリッド・ＥＶ ：ここでは Hybrid Electric Vehicle のことで、
略してＨＶ。ＥＶはElectric Vehicle＝電気自動車で、電池（バッテリー）
で回転させるモーターで駆動。ＨＶはエンジンとモーターの２つの駆動源
を備えた車で、ＨＶはガソリンの走行時に自動車の内部で得られる電力
でモーターを駆動させ、外部から電池に充電（給電）することはできない。
ＥＶは家庭用電源からも充電できるが、フル充電するのにかかる時間や
専用接続器具が必要であるなどの関係で、短時間で充電できる専用ス
タンドの整備が全国的に進んでいる。プラグインハイブリッド電気自動
車（ＰＨＶ＝Plug-in Hybrid Electric Vehicle）は外部から充電できる
電池とエンジンでの走行の両方が可能な自動車。家庭用電源での充電
が比較的簡単で、専用スタンドでの充電も可能。充電できる専用スタン
ドについては、一般社団法人チャデモ（ＣＨＡｄｅＭＯ）協議会が「電
動車両用充放電システム」に関わる固有の技術規格の確立や充放電イ
ンフラの整備などに取り組んでいる。

※２　自動車新時代戦略会議：「ツナガル・自動化・利活用・電動化などの
自動車を取り巻く大きな環境変化の中で、我が国産業が世界のイノベー
ションをリードし、環境問題や渋滞問題などの解決に積極的に貢献して
いくための戦略を検討し、2050 年頃を想定した長期的なゴールを示す」
のを目標に経済産業大臣主催の会議として設置。４月 18 日に第１回会
合を開催。委員は自動車メーカー、同部品メーカーの経営者をはじめ、
大学教授、国際機関やコンサルティング会社の幹部・研究者、新事業
支援会社の経営者らで構成している。

※３ 国際エネルギー機関：ＩＥＡ（International Energy Agency）。第１次
石 油 危 機 後 の 1974 年 にＯＥＣＤ（Organisation for Economic 
Co-operation and Development＝経済協力開発機構、1961 年設立）
の枠内機関として設立。事務局はパリ。エネルギー安全保障の確保、
環境保護、経済成長、世界的なエンゲージメント（Engagement）を目
標に掲げ活動している（詳しくは外務省や経済産業省のホームページ等
参照）。

※４ＦＣＶ（燃料電池自動車）：Fuel Cell Vehicle。水素と酸素の化学反応
によって発電する構造の燃料電池により、モーターを回して走る自動車。
酸素は空気中から取り込み、水素は従来の自動車のガソリンスタンドの
ような専用の供給ステーションで充填するが、充填時間が極めて短いう
え、航続距離も長く、走行時に温室効果ガスや大気汚染物質を発生し
ないなど、環境面にも優れていると言われる。車の内部に高圧に耐える
水素タンクを搭載することが必要であるとともに、水素ガスは分子のサ
イズが小さいことから容器から漏洩しやすいなどの問題が指摘されてい
たが、国内自動車メーカーがＦＣＶを開発して、2002 年に世界で初め
て政府・省庁にリースを開始。2014 年１２月から一般販売されている。
また、燃料電池二輪車（スクーター）の型式認定もされている。

※５ Tank to Wheel  Well to Wheel：Wheel＝車輪。一次エネルギー
の採掘から車両走行まで（に排出されるＣＯ２と必要なエネルギー消費
の総量）が「Well to Wheel」。Well to Tank は同様に、一次エネルギー
の採掘から車両の燃料タンクまで、「Tank to Wheel 」は燃料タンクか
ら車両走行までを指す。

※６ 全固体リチウムイオン電池、革新型の蓄電池：全固体リチウムイオン
電池は、現在の電解液を使ったリチウムイオン電池に比べて、電気化
学安定性とエネルギー密度が高いうえ、難燃性・耐高温性も備えている
ため、車載用蓄電池として活用する場合、電池パックの安全部品の点
数を大幅に削減できることなどから、低コスト化・コンパクト化も可能と
されている。しかも関連する特許出願件数は、国際的にも日本が約５０％
と圧倒的に多い。だが、実用化には量産に適した新材料・部品の評価
や車載時のシミュレーションなど技術面の課題が多く、政府は 2020 年
以降の実用化に向け、産学連携による研究開発支援計画（2014 年度
～ 2022 年度）を策定。さらにエネルギー密度の高い革新型蓄電池に関
しては、2030 年度の実用化を目指している。

※７ ゼロ・エミッション・ヴィークル（ＺＥＶ）：ゼロ・エミッションは大
量生産、大量消費、大量廃棄の社会構造を持続可能な循環型社会に変
えるために 1994 年に国連大学が提唱したコンセプトで、社会全体で排
出物（Emissions）をゼロにするという考え方。ＺＥＶは走行時に排気ガ
スを出さない自動車。

※８ ＣＡＦＥ型の規制：ＣＡＦＥは Corporate Average Fuel Efficiency の
略で、欧米においても採用されている「企業別平均燃費基準方式」。各
自動車メーカーは「すべての車両の重量区分で燃費基準を達成する必
要はなく、各区分の燃費の実績値を販売台数で加重平均した『CAFE
値』が、各区分の燃費基準を販売台数で加重平均した『CAFE基準値』
を上回ればよい」という内容。各メーカーが「それぞれの技術的な特質
に応じた選択と集中を柔軟に行うことで、全体として高い省エネ効果を
期待できる」とされている。

※９　５Ｇ：第５世代移動通信システム。Ｇは「Generation」の頭文字。「超
高速」だけでなく、身の回りのあらゆる機器（モノ）が同時にネットワー
クにつながる「多数接続」、遠隔地にいてもロボット等の操作をスムー
ズに行うことができる「超低遅延（指示してから反応するまでの時間の
遅れが極めて少ないこと）」といった新たな特徴を持つ。最高伝送速度
は１０Ｇｂｐｓ〈１秒間に１０ギガビット。現行のＬＴＥ（Long Term 
Evolution＝「３．９Ｇ」、「４Ｇ」と呼ばれる）の１００倍〉、１００万台
／ｋｍ²の接続機器数（同１００倍）、１ミリ秒程度の遅延（同１／１０）で、
２時間の映画を３秒でダウンロードできるとされる。世界の主要国・地
域において研究が進められ、日本政府は産学官の連携により、2020 年
の実現を目指している（詳しくは総務省の「平成 29 年版 情報通信白書」
など参照）。

※１ 0　ＨＣＣＩ（Homogeneous-Charge Compression Ignition＝予
混合圧縮着火）：ガソリンエンジンの着火までに燃料と空気を十分に混
合し、その希薄予混合気をディーゼルエンジンのように自己着火させる
燃焼法。低温燃焼のためＮＯｘ（窒素酸化物）の排出が低減できるとと
もに、燃料と空気が十分に混合されることから、すす（煤）の生成が
抑制され、また熱効率も高く、ＣＯ２も削減できることなどが特長とされ
る。だが、着火や燃焼温度の制御（コントロール）などの技術的な課
題が挙げられている。

座談会は、日本の都市、地方が抱える問題から世界各国の政策まで、
熱のこもった議論が交わされた

16 17

座談会：エンジン・ハイブリッド・EVの将来ーー自動車用パワートレインのベストミックスを考える特集特集




